
株式会社富士通マーケティング　第85期（2019年3月期）決算公告

(単位:百万円)

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金及び預金  573 買掛金  45,605

受取手形  2,088 短期借入金  1,521

売掛金  70,935 未払金  4,500

商品及び製品  51 未払費用  3,775

仕掛品  16,033 未払法人税等  276

原材料及び貯蔵品  12 未払消費税等  1,956

前払費用  3,369 前受金  4,315

未収入金  406 預り金  182

その他  587 工事損失引当金  100

貸倒引当金 △ 24 その他  405

流動資産合計  94,034 流動負債合計  62,638

固定負債

退職給付引当金  17,035

固定資産 役員退職慰労引当金  250

有形固定資産 その他  347

建物(純額)  560 固定負債合計  17,633

構築物(純額)  0 負債合計  80,272

工具器具及び備品(純額)  323 純資産の部

土地  1 株主資本

建設仮勘定  6 資本金  12,220

有形固定資産合計  892 資本剰余金

無形固定資産 資本準備金  11,811

ソフトウェア  1,353 資本剰余金合計  11,811

電話加入権  153 利益剰余金

無形固定資産合計  1,507 利益準備金  503

投資その他の資産 その他利益剰余金

投資有価証券  276 繰越利益剰余金  3,756

関係会社株式  90 利益剰余金合計  4,260

従業員長期貸付金  2 株主資本合計  28,291

更生債権等  133 評価・換算差額等

長期前払費用  662 その他有価証券評価差額金  90

繰延税金資産  5,077 評価・換算差額等合計  90

敷金及び保証金  1,225

前払年金費用  4,790

その他  93

貸倒引当金 △ 133

投資その他の資産合計  12,220

固定資産合計  14,620 純資産合計  28,381

資産合計  108,654 負債及び純資産合計  108,654

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

貸 借 対 照 表 
(2019年3月31日現在)

科        目 金   額 科        目 金   額
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(単位:百万円)

金          額

売上高 226,719

売上原価 191,233

売上総利益 35,485

販売費及び一般管理費 32,154

営業利益 3,331

営業外収益

0

4

155

6

167

営業外費用

4

3

7

経常利益 3,491

特別利益

90

90

特別損失

2,949

2,949

税引前当期純利益 633

法人税、住民税及び事業税 1

法人税等調整額 311

法人税等合計 313

当期純利益 319

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

抱合せ株式消滅差益

特別利益合計

特別損失合計

損 益 計 算 書

至  2019年 3月31日

科          目

受取利息

営業外収益合計

支払利息

受取配当金

その他の金融費用

事業構造改善費用

営業外費用合計

その他の金融収益

自  2018年 4月 1日

子会社清算益
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株式会社富士通マーケティング　第85期（2019年3月期）決算公告

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.

2. 資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………………
その他有価証券

　 時価のあるもの………………………

時価のないもの………………………

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料及び貯蔵品…………

仕掛品…………………………………………

3. 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産…………………………………定額法

減価償却費の計算には見積耐用年数を使用しております。
（主な耐用年数）

　　　建物……………………………………
　　　構築物…………………………………
　　　工具器具及び備品……………………

(2)無形固定資産
　市場販売目的のソフトウェア……………
　自社利用のソフトウェア…………………

4. 引当金の計上基準
(1)貸倒引当金……………………………………

(2)工事損失引当金………………………………

(3)退職給付引当金及び前払年金費用…………

　過去勤務費用の処理方法…………………

　数理計算上の差異の処理方法……………

(4)役員退職慰労引当金…………………………

5. 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウェア及び工事契約

6. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理…………………………

(2)連結納税制度の適用…………………………

役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

 3～47年
 10年

主として見込販売数量(有効期間3年)に基づく方法

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 2～20年

個　別　注　記　表

会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正 平成30年3月26日法務省令第5号）に基
づいて計算書類を作成しております。

移動平均法による原価法

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

移動平均法による原価法

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

利用可能期間(5年以内)に基づく定額法

当事業年度末に有する売掛金、貸付金その他これ
らに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

受注制作のソフトウェア及び工事契約のうち、当
事業年度末時点で採算性の悪化が顕在化したもの
について、損失見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。

その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定
額法により費用処理しております。
各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間に基づく定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし
ております。

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行
基準を適用し、その他の場合については工事完成基準を適用しております。なお、工事進
行基準を適用する場合の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法を用いてお
ります。

税抜方式を採用しております。

連結納税制度を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

2. 関係会社に対する金銭債権 （短期） 百万円
関係会社に対する金銭債務 （短期） 百万円

（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との取引高 売上高 百万円

仕入高 百万円
その他営業取引高 百万円
営業取引以外の取引 百万円

2. 抱合せ株式消滅差益……子会社の吸収合併に係るものであります。

3. 事業構造改善費用……間接・支援部門の従業員を対象としたキャリア転進支援制度の
実施に伴う割増退職金等の費用であります。

（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払賞与 百万円
未払事業税 百万円
貸倒引当金 百万円
退職給付引当金 百万円
役員退職慰労引当金 百万円
投資有価証券 百万円
その他 百万円
繰延税金資産　小計 百万円
評価性引当額 百万円
繰延税金資産　合計 百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 百万円
その他 百万円
繰延税金負債　合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円

1,336

28,744

246

14,593
128,072

4,752

74

931
59
48

3,731
76
37

△ 75

5,077

514
5,398

△ 244
5,153

△ 18
△ 56
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（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社及び法人主要株主等 (単位:百万円)

(注) 1.

2. 取引条件及び取引条件の決定方針

2. 兄弟会社等 (単位:百万円)

(注) 1.

2. 取引条件及び取引条件の決定方針

（1株当たり情報に関する注記）
1. 1株当たり純資産額 円13銭
2. 1株当たり当期純利益 円20銭

会社等の名称種類

親会社

議決権等の
所有(被所
有)割合

富士通株式会社

4,700

期末
残高

(被所有)
 直接 100%

27,812

関連当事者と
の関係

当社取扱商品
の仕入先、
サービスビジ
ネスの請負等

取引の
内容

取引金額

科目

短期借入金

科目

サービスビジ
ネスの請負等

14,563 売掛金

機器等の仕入 124,589 買掛金

取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

記載した取引は基本的に公正な価格をベースにした取引条件となっております。

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者と
の関係

取引の
内容

取引金額

親会社の子会社 株式会社富士通エフサス なし 保守の請負等 保守の請負等 8,027

富士通キャピタル株式会社 なし
資金の運用委
託、経営運転
資金の調達等

資金の運用委
託

77,000

期末
残高

売掛金 1,615

1,083
12

1,521
経営運転資金
の調達

26,204

取引金額（資金の運用委託、経営運転資金の調達を除く。）には消費税等が含まれて
おらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引は基本的に公正な価格をベースにした取引条件となっております。

親会社の子会社
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